
Ｒ７年 決 算 額 構 成 比 一 般 財 源 経常一般財源 決 算 額 構 成 比 一般財源等 経常一般財源(ｂ)
経 常 収 支
( ｂ )/( ｃ )

Ｒ２年 1,364,103 17.0 1,364,103 1,364,103 1,738,005 21.8 1,613,614 1,217,889 26.4

増減率 713 1,755 3,237 87,358 1.0 87,358 87,358 873,192 11.0 337,936 250,362 5.4

R8.3.31 12.5 30.8 56.7 1,890 0.0 1,890 1,890 705,693 8.9 689,892 683,845 14.8

R7.3.31 536 2,025 3,158 6,709 0.0 6,709 6,709 668,929 8.4 689,892 683,845 14.8

増減率 9.4 35.4 55.2 10,660 0.0 10,660 10,660 36,764 0.5 0 0 0.0

328,428 4.0 328,428 328,428 3,316,890 41.6 2,641,442 2,152,096 46.7

指　数　等 14,560 0.2 14,560 14,560 1,503,707 18.9 1,129,008 665,587 14.4

1 A 8,713,480 8,243,692 4,299,693 財 調 4,213,443 0 0.0 0 0 112,334 1.4 107,002 107,002 2.3

2 B 8,443,316 7,966,363 1,567,468 減債基金 522,475 11,178 0.1 11,178 11,178 1,423,925 17.9 1,096,909 842,375 18.3

3 C 1,965,162 特定目的 3,645,019 26,187 0.3 26,187 26,187 340,217 4.3 5,451 0.0

（ａ） 4,696,672 ÷ （ a) 178.4% 11,397 0.1 11,397 11,397 35,000 0.4 35,000 0 0.0

4 D 91.9% 政 府 5,791,177 3,077,915 37.3 3,077,915 2,731,510 661,894 8.3 551,205 510,821 11.1

0.36 そ の 他 1,755,083 普 通 2,731,510 2,731,510 0.0

5 E ｅ１ ｅ2 5.0% 特定資金 特 別 267,281 267,281 4,077,077 51.2 2,924,575 2,125,785 46.1

0.6% ÷（a) 160.7%
震 災 復 興
特 別

79,124 79,124 4,277,881 92.8

6 F ｆ１ 98.2%
物 件 等
購 入

1,076 0.0 1,076 1,076 572,396 7.2 182,877 14.8

5.4% 保証・補償 17,630 0.2 340 7 41,271 0.5 41,271 ① 自主財源比率 31.3

2.7% そ の 他 1,833,766 133,962 1.6 43,861 13,472 572,396 7.2 182,877 ② 人件費比率 21.8

△ 4.98% 6,041 0.1 0 0 補 助 177,461 2.2 39,438 (22.3)

△ 21.17% 1,230,250 14.9 290,786 単 独 394,935 5.0 143,439 ③ 義務的経費比率 41.6

6.9% 4,277,881 518,883 6.3 20,682 0 0.0 0 ④ 投資的経費比率 7.2

△ 144.2% 4,610,643 40,593 0.5 28 0

4,610,643 40,984 0.5 0 7,966,363 100.0 5,748,894

94.3 643,189 7.8 595,455 1,779,276 22.3 1,654,885

140,164 1.7 83,688

49,024 1761 193,935 2.4 49,922 2,108

336,600 4.1 0 決　算　額 構成比 一般財源等

職 員 数 区　分 定数 適用開始年月日 8,243,692 100.2 6,026,223 4,610,643 91,970 1.2 91,970 均 等 割

A（人） 町 長 1 R7.4.1 円 1,380,180 17.3 1,116,124 所 得 割

消防関係 副 町 長 1 R7.4.1 円 2,351,379 29.5 1,487,231

そ の 他 160 教 育 長 1 R7.4.1 円 決　算　額 構成比 増減率
基準税額
×100/75※ 412,860 5.2 386,185

うち技能
労 務 職

7 議 会 議 長 1 R7.4.1 円 個 人 分 463,621 34.0 9.6 609,954 15,773 0.1 15,729

0 議 会 副 議 長 1 R7.4.1 円 法 人 分 49,929 3.7 3.3 35,928 355,487 4.5 234,842

議 会 議 員 11 R7.4.1 円 729,123 53.5 0.7 873,379 196,507 2.5 152,337
法 人 税

率

167 51,291 3.8 2.5 51,004 1,105,021 13.9 500,492

種 別 割 48,342 48,023 371,678 4.7 337,610

事業名
法適用
の有無

普 通 会 計 か ら の
繰入額（単位：千円） 職員数 環境性能割 2,949 2,981 979,815 12.3 736,482

下水道事
業 会 計

有 229,634 1 45,692 千円 70,139 5.1 △ 3.9 70,217 　 0 0.0 0

水道事業
会 計

有 8,842 4 23,172 千円 705,693 8.9 689,892 町 民 税 98.9 26.7 96.2

後期高齢者
医 療 会 計

無 65,379 1 1,628 世帯 0 0.0 0
固 定
資 産 税

98.7 15.9 96.3

介 護 保 険
会 計

無 254,411 7 2,445 人 内 訳 7,966,363 100.0 5,748,894 計 98.8 21.2 96.5

1,364,103 100.0 3.5 1,640,482

※ 市町村民税欄中、市町村民税のうち個人分については、税源移譲に伴う影響額が基準税額に加味されているため、表頭の「基準税額×100/75」によらず、別途算定した金額である。

山元町 ２　―　３

人　　口 面　積 人口密度 人口集中地区人口 産　業　構　造

令 和 7 年 度
決　算　状　況

コ ー ド 番 号 ０４３６２１ 市 町 村 類 型 Ⅲ－１

ふ り が な やまもとちょう
交 付 税 種 地 区 分

種地

市 町 村 名

歳入の状況（単位：千円、％） 性質別歳出（単位：千円、％）

国
調

11,207人 km² 人　 ―　　　　人

区　　分 第1次 第2次

1,244,700

△ 7.0% ―　　　　％

就
業
人
口

R2年　(人） 地 方 譲 与 税 扶 助 費 722,959

第3次
区 分 区 分 経 常 的 経 費

12,046人 64.58 174 ―　　　　人 地 方 税 ① 人 件 費 ②

683,845

11,393人 Ｈ２７年国調人口 12,545人 H27年　(人） 配 当 割 交 付 金 内
　
訳

元利償還金 683,845

△ 1.5%

11,219人 （参考） 国調（％） 利 子 割 交 付 金 公 債 費

Ｈ２２年国調人口 16,704人 国調（％） 株 式 譲 渡 交 付 金 一時借入金利子 0

地 方 消 費 税 交 付 金 小 計 ③ 2,651,504

区　　　分 令和6年度（単位：千円） 令和7年度（単位：千円） 区　　分 指　数　等

本
台
帳

住
民
基

区　　分 ゴ ル フ 場 利 用 税 物 件 費 755,640

歳 入 総 額 基 準 財 政 需 要 額

積 立 金 現 在 高

自 動 車 取 得 交 付 金 維 持 補 修 費 107,334

積 立 金

（A－B） 標 準 財 政 規 模 地 方 特 例 交 付 金 投資及び出資金貸付金 0

歳 出 総 額 基 準 財 政 収 入 額
自 動 車 税 環 境
性 能 割 交 付 金

補 助 費 等 843,421

歳 入 歳 出 差 引 額

270,164 277,329
標 準 税 収 入 額 法 人 事 業 税 交 付 金

小 計 2,320,805

（C－D） 単 年 度 収 支 比 率 計 4,972,309

繰 出 金 614,410

す べ き 財 源 財 政 力 指 数
内
 
訳

前 年 度 繰 上 充 用 金

実 質 収 支
206,408 234,305

翌 年 度 へ 繰 り 越
63,756 43,024

経 常 収 支 比 率

地 方 債 現 在 高

地 方 交 付 税

実 質 収 支 比 率

投 資 的 経 費 ④

（ｅ２－ｅ１） 公 債 費 比 率 分 担 金 負 担 金 ① う ち 人 件 費

7 積 立 金 （ 財 調 ） G 3,974

単 年 度 収 支
△ 15,104 27,897

経常一般財源比率

債 務 負 担 行 為
支 出 予 定 額

交 通 安 全 交 付 金

9,322
起 債 制 限 比 率 使 用 料 ①

（事業費支弁人件費を含めた場合）

8 繰 上 償 還 金 H
連結実質赤字比率 国 庫 支 出 金

実 質 公 債 費 比 率 経常経費充当一般財源（ｂ）

内
訳

普通建設事業
費

実 質 赤 字 比 率 土地開発基金現在高
※土地17,069、現金
239,129

256,198
手 数 料 ①

う
ち

県 支 出 金 災害復旧事業

経 常 一 般 財 源 財 産 収 入 ① 失業対策事業

指定団体等の状況

旧新産
市町村圏（Ｓ52指
定）
過疎地域（Ｈ29指
定）

減収補填債・臨財債含（ｃ） 寄 附 金 ① 合　計
9

積 立 金 （ 財 調 ）
取 崩 額

I 395,207 579,391
将 来 負 担 比 率

△ 542,172
繰 入 金 ① う ち 人 件 費

繰 越 金 ①
10

実 質 単 年 度 収 支
（ F＋ G＋ H－ I）

J △ 406,337

諸 収 入 ① 目的別歳出（単位;千円％） 適用税率の状況

一　般　職　員　等 特　別　職　等 一部事務組合加入状況 地 方 債 区　分 市町村税

区　分
給 料 月 額 一 人 当 た り 支 給 一人当たり平均給料（報酬）月額 職員公務災害

非常勤公務災
退職手当
自治振興セ
事務機共同
税務事務
老人医療
伝染病
し尿処理
ごみ処理
火葬場
常備消防
消防災害補償
小学校
中学校

○
○

○

○
○
○
○
○

B（千円） 月額B/A（円） 837,000

一般職
員

合　計 議 会 費 個
人
分

3,000円

総 務 費 6 / 100

49,024 306,400 548,000 区　分 衛 生 費

634,000 市町村税（単位；千円％） 民 生 費

法
人
分

1,761 251,500 314,000 市町村民
税

労 働 費

教 育 公 務 員 0 0 264,000 農 林 水 産 業 費

均 等 割

第1号法人
第2号法人
第3号法人
第4号法人
第5号法人
第6号法人
第7号法人
第8号法人
第9号法人

50
120
130
150
160
400
410

1,750
3,000

合計 50,785 304,102 軽 自 動 車 税 土 木 費

臨 時 職 員 254,000 固 定 資 産 税 商 工 費 6 / 100

固 定 資 産 税 1.4 / 100

内
　
訳

消 防 費 徴収率　％

滞 納 繰 越 分 計
市 町 村 た ば こ 税公

営
事
業
の
状
況

収支額（単位：千円） 国民健康保険事業会計の状況 教 育 費
区　分

現 年
課 税 分

実 質 収 支 保険税収入額（１世帯当り） 162,072 円

ラスパイレス指数

111,652 被 保 険 者 数 職 員 数 5人 合　計

※加入世帯数及び被保険者数については、年度末現在値を用いている。 合　計

3,443 加 入 世 帯 数 普 通 会 計 か ら の 繰 入 額 144,229千円 目 的 税 諸 支 出 費

災 害 復 旧 費

事業勘定再差引収支額 被保険者１人当り保険給付費 458,020円 特 別 土 地 保 有 税 公 債 費


